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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第20期

第３四半期連結
累計期間

第21期
第３四半期連結
累計期間

第20期
第３四半期連結
会計期間

第21期
第３四半期連結
会計期間

第20期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 10,043,4356,907,0324,390,8922,149,12513,279,291

経常利益又は損失（千円） 424,233△517,285 67,747 △6,541 397,124

四半期（当期）純利益又は純損失

（千円）
361,627△436,944 145,524△34,197 312,588

純資産額（千円） － － 4,041,4713,468,7394,021,007

総資産額（千円） － － 7,635,9555,488,1016,397,462

１株当たり純資産額（円） － － 128,169.44109,336.89126,590.02

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は純損失金額（円）
11,480.23△13,871.274,619.81△1,085.629,923.44

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 52.9 62.8 62.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△764,753△534,035 － － 187,615

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,149,544△497,338 － － △442,744

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△113,400△165,864 － － △83,400

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 505,909 977,8852,195,078

従業員数（人） － － 482 619 492

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。　

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益は、第20期においては、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。また、第21期においては、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の子会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 619     

　（注）従業員は就業人員（出向者を除き、受入出向者、嘱託及び常用パートを含んでおります。）であります。

　

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 511     

　（注）従業員数は就業人員（出向者を除き、受入出向者、嘱託及び常用パートを含んでおります。）であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（千円） 前年同四半期比（％）

アウトソーシング事業 852,349 90.6

ソリューション事業 628,864 102.6

プロダクト事業 71,989 24.0

ハードウエア販売サービス事業 2,302 3.2

その他事業 104,033 30.4

合計 1,659,539 73.2

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２. 金額は製造原価によっております。

３．セグメント間の取引については相殺消去しております。

(2）受注状況

　当第３四半期連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、以下のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比
（％） 

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

ソリューション事業 657,590 112.9 480,646 52.4

プロダクト事業 63,504 26.0 217,100 30.0

ハードウエア販売サービス事業 90,662 5.3 68,000 58.2

その他事業 156,417 54.5 59,367 57.9

合計 968,174 34.3 825,115 44.3

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２. セグメント間の取引については相殺消去しております。
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(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 前年同四半期比（％）　

アウトソーシング事業 941,682 78.5

ソリューション事業 708,209 141.2

プロダクト事業 154,808 49.8

ハードウエア販売サービス事業 184,774 9.4

その他事業 159,650 38.5

合計 2,149,125 48.9

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２. セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販

売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

株式会社　マイカル 981,32122.3 422,70219.7

イオンアイビス　株式会社 － － 317,20814.8

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 　
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）業績の状況

当第３四半期連結会計期間における日本経済は、政府によるエコポイント制度などの経済政策の効果から一部景

気の悪化に底打ちの兆しがみられるものの、企業業績の低迷、雇用情勢の悪化など、依然として先行きは不透明であ

り、厳しい環境が続いております。

情報サービス産業の流通・サービス業分野においても、消費者の節約志向が一段と高まる中、業界を超えた価格

競争の激化やデフレ懸念など厳しい事業環境で推移しており、新規のＩＴ投資について、凍結・抑制傾向が続いて

おります。

このような環境の中、当社グループは、将来における成長と収益基盤の確立を図るため、「収益構造の改革」、

「事業規模の拡大」に注力してまいりました。

まず、「収益構造の改革」については、引き続き子会社である維傑思科技（杭州）有限公司を最大限活用し、当社

の既存の開発・運用案件について日本から中国への業務移管を積極的に推進した結果、当第３四半期連結会計期間

において着実に収益が改善いたしました。また、当社だけではなく、当社グループ及び親会社である富士ソフトグ

ループにおけるオフショア開発の拠点として機能できるように、維傑思科技（杭州）有限公司の体制の強化、商品

ラインアップの整備・拡充に努めてまいりました。その他、当社においては、お客様へのサポート事業について体制

を強化しサービスレベル及び業務効率の向上を目的として、カスタマーサポートセンターを新設するなど、グルー

プ全社をあげて収益構造改革に取り組んでまいりました。

「事業規模の拡大」としては、中国での事業展開において、中国に進出している日本企業から新規アウトソーシ

ング案件を受注し12月から本番稼動いたしました。また、その他の日本企業や中国現地法人からも多くの商談をい

ただいており、次の案件獲得に向け積極的に受注・提案活動を行ってまいりました。その他、引き続き大手総合小売

業グループ市場の拡大と深耕、新規特定顧客の獲得や新製品として次世代型ＰＯＳアプリケーション「ＡＮＹ－Ｃ

ＵＢＥ　ＣＯＲＥ　＆　ＳＴパック」の発売に向けた研究開発の強化など事業規模の拡大に向け積極的に取り組んで

まいりました。

これらの取り組みにより利益面については改善しつつあるものの、売上高については依然として厳しい環境が続

いており、当第３四半期連結会計期間の業績につきましては、売上高は21億49百万円となり前年同期比22億41百万

円（51.1％）の減少、利益面は営業損失17百万円（前年同期は営業利益66百万円）、経常損失６百万円（前年同期

は経常利益67百万円）、四半期純損失34百万円（前年同期は四半期純利益１億45百万円）となりました。

なお、売上高が前年同期より大幅に減少した要因は、前第３四半期連結会計期間の大手量販店向けＩＴ統合大型

案件の影響によるものです。　

各セグメント別の状況は以下のとおりであります。

（アウトソーシング事業）

アウトソーシング事業につきましては、売上高９億41百万円となり前年同期比２億58百万円（21.5％）の減少、

営業利益38百万円となり前年同期比１億25百万円（76.6％）の減少、営業利益率4.1％となりました。

売上高については、新規アウトソーシング案件が第１四半期連結会計期間よりスタートしているものの、大手総

合小売業グループのＩＴ統合完了による案件減少の影響などにより前年同期を下回る結果となりました。利益面に

ついては、第２四半期連結累計期間に取り組んでおりました中国子会社への積極的な運用保守業務移管など収益構

造改革の効果が顕在化し、当第３四半期連結会計期間においては黒字化となりました。

（ソリューション事業）

ソリューション事業につきましては、売上高７億８百万円となり前年同期比２億６百万円（41.2％）の増加、営

業利益20百万円となり前年同期比52百万円の増加、営業利益率2.9％となりました。

売上高については、新たに連結子会社となった株式会社エス・エフ・アイの効果などにより概ね順調な推移とな

りました。利益面については、依然として顧客の投資に対する姿勢は慎重であり、受注期間の長期化から営業コスト

の増加傾向が続いているものの、売上高の増加及び収益構造改革の効果により前年同期値を上回りました。

（プロダクト事業）

プロダクト事業につきましては、売上高１億54百万円となり前年同期比１億56百万円（50.2％）の減少、営業損

失17百万円（前年同期は営業利益25百万円）となりました。

売上高については、景気悪化の影響から新規のＩＴ投資が低迷し前年同期を大きく下回る結果となりました。利

益面については、次世代プロダクトの研究開発などの先行投資の増加や売上案件の減少の影響により営業損失とな

りました。
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（ハードウエア販売サービス事業）

ハードウエア販売サービス事業につきましては、売上高１億84百万円となり前年同期比17億78百万円（90.6％）

の減少、営業利益２百万円となり前年同期比56百万円（96.6％）の減少、営業利益率1.1％となりました。

売上高及び利益面については、景気悪化の影響などにより前年の大手量販店向けＩＴ統合大型案件をカバーする

にはいたらず、前年同期値を大きく下回る結果となりました。

（その他事業）

その他事業につきましては、売上高１億59百万円となり前年同期比２億55百万円（61.5％）の減少、営業利益43

百万円となり前年同期比２百万円（7.2％）の増加、営業利益率は27.5％となりました。

売上高については、景気悪化による新規出店の減少や新規設備投資の凍結などの影響により低調な推移となりま

した。営業利益については、業務効率の向上等により順調な推移となりました。

(2）財政状態

当第３四半期連結会計期間末の総資産は54億88百万円となり、前連結会計年度末に比べ９億９百万円の減少とな

りました。これは主に、株式会社エス・エフ・アイの連結子会社化によるのれん３億55百万円を計上したこと、売上

債権の回収及び買掛金等の支払により、現金及び預金が前連結会計年度末比12億17百万円減の９億77百万円となっ

たことによるものであります。

負債総額は20億19百万円となり前連結会計年度末に比べ３億57百万円の減少となりました。これは主に仕入代金

支払による買掛金が前連結会計年度末比５億62百万円減の６億24百万円となったこと、賞与引当金が前連結会計年

度末比１億76百万円減の１億６百万円となったこと、株式会社エス・エフ・アイの連結子会社化により１年内償還

予定の社債68百万円、短期借入金１億78百万円、社債１億28百万円、長期借入金56百万円、退職給付引当金57百万円

等を計上したことによるものであります。

純資産は34億68百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億52百万円の減少となりました。これは主に四半期純

損失の計上及び配当金の支払いにより利益剰余金が前連結会計年度末比５億21百万円減の23億37百万円となった

ことによるものであります。

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は９億77百万円となり

第２四半期連結会計期間末に比べ１億57百万円減少いたしました。

　なお、当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において営業活動の結果減少した資金は76百万円（前年同四半期は４億56百万円の減

少）となりました。主な減少要因は、税金等調整前四半期純損失の計上８百万円、賞与引当金の減少１億98百万円等

であります。また、主な増加要因は、減価償却費の計上１億３百万円、売上債権の減少48百万円によるものでありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において投資活動の結果減少した資金は38百万円（前年同四半期は10億38百万円の減

少）となりました。主な減少要因は、無形固定資産の取得による支出34百万円、有形固定資産の取得による支出６百

万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において財務活動の結果減少した資金は25百万円（前年同四半期は増減なし）となり

ました。主な減少要因は、長期借入金の返済による支出36百万円、社債の償還による支出15百万円であります。また、

主な増加要因は、短期借入金の増加26百万円によるものであります。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

当社グループは、ますます高度化、多様化する顧客からの情報システムサービスへのニーズに対応し、常に新しい

技術・製品及びサービスの提供を目指し、今後の事業分野で中心となる製品・新技術の研究開発に取り組んでおり

ます。

当第３四半期連結会計期間の研究開発は、プロダクト事業に係るものであり、主に「次世代プロダクトに関する

調査研究」を実施いたしました。

これらの研究開発費の総額は20百万円となっております。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 112,000

計 112,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月４日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 31,500 31,500ジャスダック証券取引所 単元株式数１株

計 31,500 31,500 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高

（株）

資本金増減額
　

（千円）

資本金残高
　

（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成21年10月１日～　

平成21年12月31日　　
－ 31,500 － 542,125 － 584,263

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 31,500 31,500

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 31,500 － －

総株主の議決権 － 31,500 －

（注）　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

②【自己株式等】

　該当事項はありません。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 49,90051,50060,50061,00050,40047,90048,50046,20045,200

最低（円） 47,20043,60049,05053,50044,80044,25043,60037,90040,700

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有

限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

ヴィンキュラムジャパン株式会社(E05540)

四半期報告書

11/26



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 977,885 2,195,078

受取手形及び売掛金 1,778,195 1,914,251

商品 14,010 25,383

仕掛品 231,940 416,613

貯蔵品 4,682 12,857

その他 294,239 274,806

貸倒引当金 △75,562 △550

流動資産合計 3,225,390 4,838,441

固定資産

有形固定資産 ※1
 535,443

※1
 546,309

無形固定資産

のれん 355,107 －

ソフトウエア 530,631 565,019

その他 18,623 18,480

無形固定資産合計 904,361 583,499

投資その他の資産 821,899 429,211

固定資産合計 2,261,705 1,559,021

繰延資産

社債発行費 1,005 －

繰延資産合計 1,005 －

資産合計 5,488,101 6,397,462

負債の部

流動負債

買掛金 624,063 1,186,591

1年内償還予定の社債 68,400 －

短期借入金 178,922 －

未払法人税等 3,744 11,971

賞与引当金 106,283 282,770

工事損失引当金 ※2
 10,711 －

その他 605,574 772,426

流動負債合計 1,597,700 2,253,758

固定負債

社債 128,200 －

長期借入金 56,061 －

退職給付引当金 57,178 －

役員退職慰労引当金 119,368 83,119

その他 60,853 39,577

固定負債合計 421,661 122,696

負債合計 2,019,361 2,376,455
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 542,125 542,125

資本剰余金 584,263 584,263

利益剰余金 2,337,607 2,859,602

株主資本合計 3,463,995 3,985,990

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 70 1,595

為替換算調整勘定 △19,954 －

評価・換算差額等合計 △19,883 1,595

少数株主持分 24,627 33,421

純資産合計 3,468,739 4,021,007

負債純資産合計 5,488,101 6,397,462
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 10,043,435 6,907,032

売上原価 8,316,944 6,113,714

売上総利益 1,726,491 793,318

販売費及び一般管理費 ※1
 1,304,928

※1
 1,320,749

営業利益又は営業損失（△） 421,562 △527,431

営業外収益

受取利息 678 1,955

受取配当金 370 190

貸倒引当金戻入額 4,540 550

為替差益 － 9,723

その他 3,322 9,211

営業外収益合計 8,910 21,630

営業外費用

支払利息 － 3,867

システム障害対応費用 5,834 4,125

固定資産除却損 － 2,898

その他 405 592

営業外費用合計 6,239 11,484

経常利益又は経常損失（△） 424,233 △517,285

特別利益

契約調整金 － 13,000

システムサービス解約収入 260,000 －

特別利益合計 260,000 13,000

特別損失

貸倒引当金繰入額 － 72,273

システムサービス解約損 86,563 －

特別損失合計 86,563 72,273

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

597,670 △576,558

法人税、住民税及び事業税 126,857 2,113

法人税等調整額 106,094 △132,932

法人税等合計 232,952 △130,819

少数株主利益又は少数株主損失（△） 3,090 △8,794

四半期純利益又は四半期純損失（△） 361,627 △436,944
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 4,390,892 2,149,125

売上原価 3,896,069 1,777,683

売上総利益 494,822 371,442

販売費及び一般管理費 ※1
 427,913

※1
 388,887

営業利益又は営業損失（△） 66,908 △17,445

営業外収益

受取利息 675 57

為替差益 － 11,043

その他 505 2,264

営業外収益合計 1,181 13,365

営業外費用

支払利息 － 1,614

その他 342 848

営業外費用合計 342 2,462

経常利益又は経常損失（△） 67,747 △6,541

特別利益

システムサービス解約収入 260,000 －

特別利益合計 260,000 －

特別損失

貸倒引当金繰入額 － 1,583

システムサービス解約損 86,563 －

特別損失合計 86,563 1,583

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

241,184 △8,125

法人税、住民税及び事業税 19,345 694

法人税等調整額 75,309 27,837

法人税等合計 94,654 28,532

少数株主利益又は少数株主損失（△） 1,006 △2,460

四半期純利益又は四半期純損失（△） 145,524 △34,197
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

597,670 △576,558

減価償却費 216,587 284,074

のれん償却額 － 15,439

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,540 71,917

賞与引当金の増減額（△は減少） △172,900 △178,411

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △21,484 △7,018

工事損失引当金の増減額（△は減少） － 10,711

受取利息及び受取配当金 △1,048 △2,145

システムサービス解約損 86,563 －

売上債権の増減額（△は増加） △423,363 175,040

たな卸資産の増減額（△は増加） △326,749 252,152

仕入債務の増減額（△は減少） △130,417 △567,803

その他 △263,105 △4,126

小計 △442,787 △526,727

利息及び配当金の受取額 2,090 2,145

利息の支払額 － △3,867

法人税等の支払額 △324,055 △5,586

営業活動によるキャッシュ・フロー △764,753 △534,035

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △54,727 △429,301

無形固定資産の取得による支出 △97,757 △160,904

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 80,994

貸付けによる支出 △1,000,000 －

その他 2,941 11,873

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,149,544 △497,338

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） － △3,849

長期借入金の返済による支出 － △42,765

社債の償還による支出 － △34,200

配当金の支払額 △113,400 △85,050

財務活動によるキャッシュ・フロー △113,400 △165,864

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △19,954

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,027,697 △1,217,192

現金及び現金同等物の期首残高 2,533,607 2,195,078

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 505,909

※1
 977,885
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【継続企業の前提に関する事項】

　当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 　第２四半期連結会計期間(平成21年８月５日)に、株式会社エス・エフ・アイ

の株式を取得し子会社化したことにより、新たに連結の範囲に含めておりま

す。

２．持分法の適用に関する事項の変更 　該当事項はありません。

３．会計処理基準に関する事項の変更 受注制作ソフトウェア開発に係る収益及び費用の計上基準等の変更　

受注制作ソフトウェア開発に係る収益及び費用の計上基準については、従

来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」

（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を第１

四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間から着手した受注

制作ソフトウェア開発のうち、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分

について成果の確実性が認められる契約については工事進行基準（ソフト

ウェア開発の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の契約については工

事完成基準を適用しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は128百万円増加し、営業損

失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失は、それぞれ29百万円減少してお

ります。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

（四半期連結損益計算書）　

前第３四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産除却損」は、

営業外費用総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３

四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「固定資産除却損」は93千円であります。

　

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

　 538,549千円 　 430,884千円

※２．　損失が見込まれる受注制作ソフトウエア開発契約

に係るたな卸資産と工事損失引当金は、相殺せずに

両建てで表示しております。

　　　　損失の発生が見込まれる受注制作ソフトウエア開発契

約に係るたな卸資産のうち、工事損失引当金に対応

する額は仕掛品10百万円であります。

──────

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。

給与手当 565,065千円

従業員賞与 118,410千円

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。

給与手当 486,794千円

従業員賞与 126,293千円

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。

給与手当 190,107千円

従業員賞与 36,292千円

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。

給与手当 158,657千円

従業員賞与 12,836千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定 505,909千円

現金及び現金同等物 505,909千円

　

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

現金及び預金勘定 977,885千円

現金及び現金同等物 977,885千円
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　　31,500株

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資　

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 85,050 2,700平成21年３月31日平成21年６月29日利益剰余金　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 

アウト
ソーシン
グ事業
（千円）

ソリュー
ション
事業
（千円）

プロダクト
事業
（千円）

ハードウ
エア販売
サービス
事業
（千円）

その他
事業
（千円）

 
計
 

（千円）

 
消去又は
全社 
（千円）

 
連結
 

（千円）

売上高                                 

(1）外部顧客に

対する売上

高

1,200,320501,430311,1031,962,909415,1284,390,892－ 4,390,892

(2）セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

300 － － － － 300 (300)　 －

計 1,200,620501,430311,1031,962,909415,1284,391,192(300)　4,390,892

営業利益（又は営

業損失△）
164,090△31,97725,83759,01540,997257,964(191,055)66,908

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 

アウト
ソーシン
グ事業
（千円）

ソリュー
ション
事業
（千円）

プロダクト
事業
（千円）

ハードウ
エア販売
サービス
事業
（千円）

その他
事業
（千円）

 
計
 

（千円）

 
消去又は
全社 
（千円）

 
連結
 

（千円）

売上高                                 

(1）外部顧客に

対する売上

高

941,682708,209154,808184,774159,6502,149,125－ 2,149,125

(2）セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

600 － － － － 600 (600) －

計 942,282708,209154,808184,774159,6502,149,725(600)2,149,125

営業利益（又は営

業損失△）
38,31720,454△17,4142,02043,94587,322(104,767)△17,445
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前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 

アウト
ソーシン
グ事業
（千円）

ソリュー
ション
事業
（千円）

プロダクト
事業
（千円）

ハードウ
エア販売
サービス
事業
（千円）

その他
事業
（千円）

 
計
 

（千円）

 
消去又は
全社 
（千円）

 
連結
 

（千円）

売上高                                 

(1）外部顧客に

対する売上

高

3,698,6012,088,148770,1952,543,200943,28810,043,435－ 10,043,435

(2）セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

900 － － － － 900 (900)　 －

計 3,699,5012,088,148770,1952,543,200943,2881,044,335(900)　10,043,435

営業利益 620,98371,667203,36049,71972,1811,017,911(596,348)　421,562

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 

アウト
ソーシン
グ事業
（千円）

ソリュー
ション
事業
（千円）

プロダクト
事業
（千円）

ハードウ
エア販売
サービス
事業
（千円）

その他
事業
（千円）

 
計
 

（千円）

 
消去又は
全社 
（千円）

 
連結
 

（千円）

売上高                                 

(1）外部顧客に

対する売上

高

2,906,3232,167,385728,823561,349543,1506,907,032－ 6,907,032

(2）セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

1,600 － － － － 1,600(1,600) －

計 2,907,9232,167,385728,823561,349543,1506,908,632(1,600)6,907,032

営業利益（又は営

業損失△）
△250,461△17,47354,459△7,846101,514△119,808(407,622)△527,431

　（注）１．事業区分の方法

 事業は、当社グループのユーザーに提供する商品及びサービス等の種類の類似性により区分しております。

２．各区分に属する主要な商品・サービス等　

事業区分 商用商品・サービス等 　

アウトソーシング事業
システム運用・管理サービス、ソフトウエア保守サービス、

ヘルプデスクサービス、ＡＳＰサービス等
　

ソリューション事業
流通・サービス業向け基幹システム、クレジットカードシ

ステム、人事・会計システム、Ｗｅｂシステム等
　

プロダクト事業
オープンＰＯＳパッケージ、ＣＲＭパッケージ、ＭＤ基幹シ

ステム、システム自動運用パッケージ等
　

ハードウエア販売

サービス事業
ハードウエア販売サービス等 　

その他事業 店舗システム導入展開サービス等 　
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 ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(407,622千円)の主なものは、管理部門に係

る費用であります。

４．会計処理の方法の変更

当第３四半期連結累計期間

　受注制作ソフトウェア開発に係る収益及び費用の計上基準等の変更

　受注制作ソフトウェア開発に係る収益及び費用の計上基準については、従来、工事完成基準を適用してお

りましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期連結会

計期間より適用し、第１四半期連結会計期間から着手した受注制作ソフトウェア開発のうち、当第３四半

期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約については工事進行基準（ソ

フトウェア開発の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の契約については工事完成基準を適用してお

ります。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の売上高は、ソリュー

ション事業で71百万円、プロダクト事業で56百万円それぞれ増加し、営業損失は、ソリューション事業で13

百万円、プロダクト事業で15百万円それぞれ減少しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

海外売上高がないため該当事項はありません。

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

EDINET提出書類

ヴィンキュラムジャパン株式会社(E05540)

四半期報告書

22/26



（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 109,336.89円 １株当たり純資産額 126,590.02円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 11,480.23円 １株当たり四半期純損失金額 △13,871.27円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 361,627 △436,944

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
361,627 △436,944

期中平均株式数（株） 31,500 31,500

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 4,619.81円 １株当たり四半期純損失金額 1,085.62円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 145,524 △34,197

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
145,524 △34,197

期中平均株式数（株） 31,500 31,500

（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月10日

ヴィンキュラム ジャパン株式会社

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 川　口　　　勉　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柴　谷　哲　朗　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石　原　鉄　也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヴィンキュラムジャ

パン株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ヴィンキュラムジャパン株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現

在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月３日

ヴィンキュラム ジャパン株式会社

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 川　口　　　勉　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柴　谷　哲　朗　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石　原　鉄　也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヴィンキュラムジャ

パン株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ヴィンキュラムジャパン株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現

在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

 

　追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結　　

会計期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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